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要旨 

 
近年、社会の多様化が進む中、日本企業においても多様性を受け入れ、促進するこ

とが求められている。しかし、日本におけるダイバーシティ促進の効果に関する実証

的研究は十分に蓄積されていない。そこで、本研究では、代表性の高い大規模な日本

のサンプルを用いて、企業におけるダイバーシティ風土が社員の職務満足感に与える

影響を検討することを目的とした。 
リクルートワークス研究所の「全国就業実態パネル調査（JPSED）」のうち、企業

のダイバーシティ風土を測定する項目が含まれている 2023 年および 2024 年のデータ

を利用し、ダイバーシティ風土と職務満足感の関連を検討した。クロスラグパネル分

析の結果、ダイバーシティ風土が職務満足感を高めることが示され、特に社員同士の

協働の必要性が高い場合にその効果が強まることが示唆された。さらに、職務満足感

もダイバーシティ風土の評価に影響を及ぼしていたことから、ダイバーシティと職務

満足感が双方向的に影響し合う関係にあることが示された。 
本研究の結果を踏まえ、企業におけるダイバーシティ促進のポジティブな効果を最

大限活かすための提案と今後の課題について論じる。 
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１．背景・問題意識 
 近年、社会の多様化が進み、様々なバックグラウンドをもつ人々が共存する中で、企業

や組織も多様性を受け入れ、活かす必要性が指摘されている。グローバル化が進展する中

で、企業は国境を超えてビジネスを展開し、多様な文化や価値観を理解し、受け入れるこ

とが、国際競争力を高める上で不可欠である。また、労働市場の変化により、企業は優秀

な人材を確保するために、多様性を尊重する環境を提供し、従来は取り込みにくかったグ

ループの活用が求められている。こうした背景の中で、多くの国でダイバーシティ&イン

クルージョンに関する法的規制が強化され、企業は法令を遵守し、差別や偏見を排除する

ために積極的な取り組みを行うことが求められている。企業はその一環として、多様性と

包摂を促進し、社会的貢献を果たす必要がある。これらの要因が組み合わさり、ダイバー

シティ&インクルージョンがビジネスや社会において重要なテーマとして取り上げられる

ようになった。 
 「ダイバーシティ&インクルージョン（D&I）」は、多様な人材の能力を経営価値につな

げる経営戦略である。アメリカでは 1990 年代頃から「ダイバーシティ経営」の重要性が

認識され、経営環境の変化や労働力の多様化に対応する必要性が高まった。同様に、日本

でも2010年頃から注目が始まり、伝統的な日本企業もこの戦略を意識し始めた。これは、

柔軟な発想が求められる時代において、従来の同質性による効率的な経営ではなく、多様

な人の知恵を結集し、集合知により難局を乗り越える必要性があることを示している（武

石・中村 2023）。 
 ダイバーシティ促進の必要性に関する議論が加速する中、ダイバーシティは本当に企業

や社員に対してポジティブな影響をもたらすのかを示唆する実証的根拠が求められている。

実務的関心に伴い、欧米を中心にダイバーシティに関する学術的知見が蓄積されてきたが、

ダイバーシティの効果について一貫した見解はなく、議論の発展度合いが実務上の要請に

比べて乏しい。さらに、海外の学術研究に比べ、日本では、関連する研究蓄積は不十分で

あるという指摘もある（正木・村本，2017）。同質性の高い文化である日本において、ダ

イバーシティがもたらす効果を検証することが課題である。 
 こうした中、本研究は、大規模な日本のサンプルを用いて、職場におけるダイバーシテ

ィの効果を検討することを目的としている。さらに、ダイバーシティの効果を左右する要

因（調整要因）に着目し、どのような条件において、ダイバーシティにポジティブな効果

を期待できるのかを明らかにする。 
 本研究の意義は、日本の企業におけるダイバーシティとインクルージョンの推進に貢献

することにあると考えられる。職場での多様性が職務満足感に与える影響を明らかにする

ことで、組織や人事政策の改善に向けた具体的な提言ができると期待される。さらに、多

様な人材の活用が企業の成長やイノベーションにどのように貢献するかを理解することで、

日本のビジネス文化の変革に寄与することができる。  
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２．  先行研究のレビューと本研究の位置付け 
2.1.  職場におけるダイバーシティの効果 
 これまで、海外を中心に職場のダイバーシティと職務満足感といったポジティブなワー

クアウトカムの関連が検討されてきた。しかし、ダイバーシティの定義や種類は研究によ

って異なり、結果も一貫していない（Guillaume et al., 2017）。 
 ダイバーシティの効果に否定的な研究も存在する。ダイバーシティの負の効果は、しば

しば社会的カテゴリー理論（Tajfel, 1981）によって説明される。同理論によれば、人は自

己との類似性に基づき他者をグループ化し、類似性の高い他者を内集団、異なる他者を外

集団と認識する。人は内集団を好み、ひいきする傾向がある一方で、外集団に対して偏見

をもちやすく、競争関係になりやすい。そのため、多様な職場では社員同士が内集団・外

集団に分かれやすく、対立が生じる可能性がある。この観点から、ダイバーシティは職務

満足感を低下させると考えられる。例えば、Guillaume ら（2012）のメタ分析では、職場

の属性のダイバーシティ（表層的ダイバーシティ）や態度・価値観のダイバーシティ（深

層的ダイバーシティ）は、社員のパフォーマンスや満足感に負の影響を与えることが示さ

れた。同様に、Jehn ら（1999）の研究では、価値観のダイバーシティは職場の対立を引

き起こし、満足感・持続意図・組織コミットメントを低下させることが示された。一方で、

属性のダイバーシティは対立を増幅させるものの、満足感には正の影響を与える可能性が

あると報告されている。また、Kochan ら（2003）によると、チームのパフォーマンスと

ダイバーシティの関連は一定ではなく、状況によってポジティブな効果もネガティブな効

果も観察されることがある。 
 これらの研究の共通点は、職場における「異質性の程度」に着目している点である。研

究結果からは、異質性は職務満足感に影響を与えない、または負の影響を及ぼすことが示

唆される。その一方で、ダイバーシティのポジティブな効果を示す研究も多い

（Acquavita et al., 2009; Brimhall et al., 2014）。これらの研究では、ダイバーシティ（異

質性）の程度ではなく、「ダイバーシティ風土」が重視されている。すなわち、職場がど

の程度ダイバーシティを尊重し、ダイバーシティを促進する施策を実施しているか、また、

多様な社員がバックグラウンドに関係なく活躍できる環境が整備されているかに焦点を当

てている。 
 ダイバーシティ風土とは、多様なバックグラウンドや価値観をもつ社員に平等な機会を

提供する企業特有の環境に関する社員の知覚と定義される（正木・村本， 2017）。ダイバ

ーシティ風土には、多様性の促進に加え、包摂（インクルージョン）の要素も含まれる。

例えば、Acquavita ら（2009）はソーシャルワーカーを対象とした研究で、職場のダイバ

ーシティ風土や包摂の知覚が職務満足感を予測する一方、職場の実際の人種構成は職務満

足感に影響を与えないことを示した。この結果は、ダイバーシティとインクルージョンの

促進が職務満足感向上に重要であることを示唆している。同様に、Brimhall ら（2014）
の研究では、ダイバーシティ風土が包摂を促進することで、職務満足感を高め、離職率を
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低下させることが示された。これらの研究は一貫して、ダイバーシティ＆インクルージョ

ンの促進がもたらすメリットを指摘している。ダイバーシティを推進する企業では、社員

のワークモチベーションやエンゲージメント、職務満足感が高い傾向がある。 
 ダイバーシティ促進のポジティブな効果を説明する理論の一つに、情報・意思決定理論

（Williams & O'Reilly, 1998）がある。この理論によれば、多様な職場ではスキルや知識

の異なるメンバーが協力することで、業務遂行の質が向上するとされる。情報の多様性や

幅広いスキルが、より良い意思決定につながるため、パフォーマンスや創造性、満足感の

向上が期待される。特に、異なる視点や専門性が求められる業務においては、ダイバーシ

ティの促進的な効果が強まると考えられる。ダイバーシティ風土の促進によって、異なる

バックグラウンドをもつ社員が自らの能力を発揮し、新しい情報を共有することで、創造

的な問題解決に貢献できる。このような環境は、企業と社員の双方にとって有益であると

いえる 
2.2.  日本におけるダイバーシティ研究 
 海外に比べて、日本の企業を対象としたダイバーシティと満足感の関連に関する研究結

果の蓄積は不十分であると指摘される（正木・村本， 2017）。日本で行われた研究の多く

は、性別ダイバーシティに着目している。例えば、松田チャップマン・石川（2019）では、

企業における性別ダイバーシティ＆インクルージョン風土はワークエンゲージメントを高

めることが示された。また、正木・村本（2017）では、企業の性別ダイバーシティ風土は

社員のワークモチベーションや会社に対する情緒的コミットメントを高め、離職意図に対

して負の影響を与えることが示唆された。しかし、ダイバーシティそのもの（職場におけ

る性別の多様性）はモチベーション等に影響しなかったことから、多様性を促進するだけ

では不十分で、多様性を受け入れる風土を確立することの重要性が示唆される。 
近年、経営学や心理学において、ダイバーシティの効果が研究の関心トピックとなり始

めているが、日本におけるダイバーシティ研究の歴史はまだ浅く、これまで行われた研究

も小規模サンプルを対象としている。また、性別以外の属性ダイバーシティ（国籍や年齢、

性的アイデンティティなど）の効果を検討する研究が少なく、研究結果の一般化可能性に

ついては疑問が残る。さらに、これまでの研究のほとんどは横断調査であり、ダイバーシ

ティ風土とワークアウトカムの因果関係についてさらなる検討が必要であろう。 
2.3.  ダイバーシティの効果を左右する要因―協働の必要性 
 ダイバーシティ風土の効果を検討した多くの研究は、社員の満足感に対するポジティブ

な影響を指摘している。しかし、ダイバーシティ風土の影響の大きさはさまざまな要因に

よって変動するため、海外の研究では調整要因の重要性が指摘されている （Guillaume et 
al., 2013; Guillaume et al., 2017; Joshi & Roh, 2009）。 
 例えば、米国で行われた研究では、人種マジョリティ（白人）に比べて、人種マイノリ

ティ（黒人）においてダイバーシティ風土が職務満足感やパフォーマンスに与える影響が

より強いことが示されている （Pitts, 2009）。同様に、Kang ら（2022）は、白人以外の
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人種マイノリティにおいてダイバーシティ風土とパフォーマンスの関連がより強いことを

示している。これらの研究結果は、マイノリティ・ステータスがダイバーシティ風土とワ

ークアウトカムの関連を調整することを示唆している。 
ダイバーシティと職務満足感の関連を調整する要因の中でも、特に重要視されているの

が 職務遂行における協働の必要性 である。他者との相互作用が求められる職務では、協働

の度合いが高いと考えられる。先行研究によると、協働の必要性が高い場合、ダイバーシ

ティのポジティブな効果が強まることが報告されている （Guillaume et al., 2012; Jehn et 
al., 1999; Mohammed & Angell, 2004）。 
 この促進的な影響を説明する理論の一つに接触仮説（Allport, 1954）がある。接触仮説

によれば、異質な他者との接触を通じて、相手の属する集団に対する偏見が軽減され、共

通のアイデンティティが確立されやすくなる。日常的にチームワークが求められる職場

（協働の必要性が高い職場）では、多様なバックグラウンドをもつ同僚との接触が増える。

その結果、他者のもつスキルや知識に気づき、ダイバーシティのメリットを実感しやすく

なるため、職場に対する満足感が向上する可能性がある。よって、協働の必要性がダイバ

ーシティと職務満足感の関連を強める要因となることが考えられる。 
 しかし、接触が必ずしも偏見の低減や共通アイデンティティの確立につながるわけでは

ない。実際に、協働の必要性が高い場合、属性ダイバーシティとパフォーマンスの関連が

負に転じる可能性 を示した研究も存在する （Joshi & Roh, 2009）。異なるバックグラウン

ドをもつ他者との頻繁な接触により、コミュニケーションの困難さがストレス要因となる

ことや、葛藤が生じやすくなる可能性も指摘されている。そのため、協働の必要性が本当

にダイバーシティの促進的な効果を高めるかどうかについては、さらなる実証的研究が求

められる。 
 
３． 本研究の目的 
 本研究では、職場のダイバーシティと社員の職務満足感の関連を明らかにすることを目

的としている。職務満足感に着目する意義は、パフォーマンスのような、企業業績につな

がる要因の予測因子となっているだけではなく（Iaffaldano & Muchinsky, 1985）、社員本

人の健康状態を予測する重要な要因でもある（Faragher et al., 2005）ということが挙げ

られる。さらに、測定が難しいとされるパフォーマンスに比べ、職務満足感は自己報告に

よる測定が可能であるため、本研究では、職務満足感に対するダイバーシティの効果に着

目する。 
 先行研究からは、ダイバーシティ風土と職務満足感の関連が複雑であり、様々な個人の

属性や文脈の要因が絡み合うことがわかっている。また、その中の一つの重要な要因は、

協働の必要性であることが推察される。そこで、本研究では、日本におけるダイバーシテ

ィ風土と職務満足感の関連を明らかにするとともに、協働の必要性の影響を検討し、ダイ

バーシティが満足感を高めやすい条件を明らかにすることを目的としている。 
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 本研究で検証する仮説は以下の通りである。 
仮説 1  職場におけるダイバーシティは職務満足感に対して正の影響をもつ 
仮説 2  仕事における同僚との協働の必要性が職場のダイバーシティと職務満足感の関連

を調整する。具体的に、協働の必要性が高い職場において、ダイバーシティと満足感の正

の関連が強まる 
 
４．本研究で用いるデータと分析手法 
4.1. データと分析対象者 
 本研究では、企業のダイバーシティ風土に関する項目が含まれている全国就業実態パネ

ル調査（JPSED）の 2023 年と 2024 年のデータを用いる。 
 クロスラグモデルを検討するために、2023 年と 2024 年の調査の両方に回答している参

加者のうち、ダイバーシティ関連の項目に回答している去年 12月時点の正社員を対象者と

した。測定時点間に転職した 744 名を除いたサンプルを分析対象とした（N＝17098；男

性 11601 人、女性 5497 人 、Mage = 43.53、SD = 11.47、83.4％無期契約）。 
4.2. 変数の測定 
 2023 年と 2024 年のパネル調査には職場におけるダイバーシティに関する項目が含まれ

ている（Q52_5「女性、シニア、障がい者、外国籍など多様な人が活躍できている」、

Q52_6「新卒入社か中途入社かに関係なく、活躍できる職場である」）。それぞれの項目に

対して、参加者は 5 件法のスケールを用いて回答した（1＝当てはまる〜5＝当てはまらな

い）。得点が高い方が高いダイバーシティ風土を示すように、項目の逆転処理をしたのち、

2 つの項目の平均を職場におけるダイバーシティ風土の指標として分析に用いる。 
 職務満足感は、パネル調査に含まれている Q71「仕事満足度」（例：「仕事そのものに満

足していた」など）の項目を用いる。この尺度では、参加者は 5件法で回答した（1＝当て

はまる〜5＝当てはまらない）。得点が高い方が高い満足感を示すように、項目の逆転処理

を行う。尺度の因子構造を確認したのち、職務満足感を潜在変数としてモデルに用いる。 
 仕事の協働の度合いは、JPSED に含まれている「仕事のスタイル」のうち、

Q46_3_NA_2「一人でする・他の人と一緒にする」仕事に占める割合を指標として用いる。

参加者は仕事を「他の人と一緒にする」割合を 0 から 100 のスケールで回答し、割合が高

いと協働の必要性が高いことを示す。 
4.3. 分析手法 
 まず、職務満足感の指標となる項目を特定するために、満足感関連の項目が含まれてい

る Q71 の探索的因子分析（最尤法、プロマックス回転）を実施する。2023 年と 2024 年の

両方で分析を実施し、因子構造を確認する。それぞれのサンプルで探索的因子分析を実施

することが適当であるかどうかを確認するために、KMO の指標 （Kaiser-Meyer-Olkin 
measure of sampling adequacy）を計算し、KMO＞.80 の場合、探索的因子分析を実施す

る。平行分析を用いて、因子の数を決定し、結果から満足感を測定する項目を特定する。
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以降の分析では、満足感を潜在変数として用いる。 
 ダイバーシティ風土と満足感の関連を検討するために、構造方程式モデリングを用いて

図 1 に示すクロスラグモデルを検証する。 
図１ 本研究で検証するダイバーシティと職務満足感のクロスラグパネルモデル 

 

 
潜在変数が含まれているモデルを検証するために、測定不変性の確認が必要である。よ

って、確認的因子分析を実施し、職務満足感の測定不変性を検討する。測定不変性には、

4つのレベルが存在する。1つ目は構造的不変性である。構造的不変性は、因子数とそれぞ

れの因子に負荷する項目が測定時点間で同じであることを指す。測定基準不変性は、因子

数に加えて、項目の負荷量も同じであることを指す。尺度不変性は、因子数、項目負荷量

に加えて、項目切片も同じであることを意味する。厳密不変性は、因子数、項目負荷量と

切片に加えて、誤差分散も同じであることを指す。構造的不変性を検証するには、時点間

に同じ因子構造を指定し、それ以外のパラメータを自由推定するモデルのデータへの当て

はまりを確認する。当てはまりの指標として、CFI>.95、 RMSEA <.06 （Hu & Bentler, 
1999）を用いて、当てはまりが良好であれば、構造的不変性が満たされていると判断する。

測定基準不変性を検証するには、因子負荷量の等値制約を加えたモデルの適合度を確認す

る。一つ前のモデル（構造的不変性モデル）からの適合度の悪化が生じれば（∆CFI>.01、 
∆RMSEA>.015、 ∆χ2が有意; Chen, 2007）、測定基準不変性が満たされていないと判断す

る。尺度不変性の検証には、因子負荷量と因子切片の等値制約を加えたモデルの当てはま

りを確認し、測定基準不変性モデルと比べて、当てはまりの悪化が生じれば、尺度不変性

が満たされていないと判断する。厳密不変性を検証するために、尺度不変モデルに誤差分

散の等値制約を加えて、尺度不変性モデルの適合度と比較する。モデル推定のために、R
の lavaan パッケージ （Rosseel, 2012）の cfa 関数（推定方法は Maximum likelihood 
with robust standard errors 法、欠損値の補填は full information maximum likelihood 法）

を用いる。先行研究によると、クロスラグモデルでは、測定基準不変性が満たされない場
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合、モデル推定にバイアスが生じるため、測定不変性のうち、最低、測定基準不変性が満

たされなければならない（Xu et al., 2020）。 
 測定基準不変性が満たされれば、クロスラグモデルの検証を行う。測定基準不変モデル

（因子負荷量に等値制約を加えた測定モデル）を用いて、ダイバーシティと満足感のクロ

スラグ効果を推定する。モデル推定のために、R の lavaan パッケージの sem 関数を用い

る。 
 協働の調整効果を確認するために、参加者を仕事における協働の必要性の程度によって、

同等の大きさの 3 つのグループ（協働低群、中群、高群）に分けたのち、多母集団同時分

析を実施し、図 1 のクロスラグモデルをグループ別で検討する。 
 
５．分析結果 
5.1. 職務満足感の探索的因子分析結果 
 2023 年と 2024 年のそれぞれのデータ（欠損値を除き）を用いて、職務満足感に関する

項目が含まれている尺度（Q71）の探索的因子分析（最尤法、プロマックス回転）を実施

した。2023 年の場合、KMO は.91、2024 年では、KMO は.92 であり、探索的因子分析が

実施可能であることがわかった。平行分析は、2023 年は 4 因子構造が適当であることを示

した。その一方、2024 年は 3 因子構造が推薦されたが、解釈可能性から 2023 年と同じよ

うに、4 因子解を採択した（表 1 を参照）。一つ目の因子には、職務満足感に関係する項目

が負荷していたため、この因子を「満足感」と命名した。2 つ目の因子には、ワークエン

ゲージメントに関係する項目が負荷していたため、この因子を「エンゲージメント」と命

名した。3 つ目の因子に負荷していた項目は、仕事の忙しさに関連していたので、この因

子を「多忙」と命名した。4 つ目の因子に、キャリアに関連する一つの項目が負荷してお

り、この因子を「キャリア展望」と命名した。因子構造や因子負荷量は 2023 年、2024 年

ともに大きく変わることはなかったので、以降の分析には、職務満足感に負荷している 5
項目を満足感の指標として用いる。 

表 1  Q71 の探索的因子分析の結果（因子負荷量） 

 
注）最尤法、プロマックス回転の探索的因子分析の結果を示す 
.35 以下の因子負荷量を省略 
2023 年 n = 16993、 2024 年 n = 17098 
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5.2. 職務満足感の確認的因子分析と測定不変性 
 探索的因子分析で「満足感」に負荷していた 5 項目を利用し、1 因子からなる職務満足

感の時点間測定不変性の検証を行った。結果を表 2 に示す。構造的不変性のモデルの適合

度は良好で、構造的不変性が満たされているといえる。測定基準不変性のモデルの適合度

も構造的不変性モデルとは大きく変わらず、Δχ2 の結果も有意ではなかったので、測定基

準不変性も満たされているといえる。AIC の観点からは、測定基準不変性モデルは 4 つの

モデルの中で、優れているモデルであることがわかる。尺度不変性モデルの場合、適合度

が良好だったが、Δχ2 の結果が有意だったため、尺度不変性が満たされているとはいえな

い結果となった。厳密不変性モデルの適合度は、尺度不変性モデルの適合度から大きく悪

化することがなかった。職務満足感の測定基準不変性が満たされていることから、因子負

荷量に等値制約を加えたモデル（測定基準不変性モデル）を以降の分析に用いることとし

た。 
表 2  職務満足感尺度の測定不変性検証の結果 

 

注）** p < .010 
5.3.  クロスラグパネルモデルの分析結果 
 職務満足感を潜在変数として用いて、測定時点間に因子負荷量に等値制約を加えたクロ

スラグモデルを検証した結果を図２（上段）に示す。モデルのデータへの当てはまりは良

好であった（CFI = .980、 TLI = .974、 RMSEA = .053、 90% CI [.051, .055]、 SRMR 
= .100）。2023 年時のダイバーシティは 2024 年時の職務満足感に有意な正の影響を与えて

いた。また、2023 年時の職務満足感も、2024 年のダイバーシティ評価に有意な正の影響

を与え、ダイバーシティと満足感の間に双方効果が存在することを確認した。 
5.4. 協働の調整効果 
 最後に、クロスラグ効果が協働の度合いによって変わるかどうかを検討するために、参

加者の 2023 年時の仕事における協働の必要性によってグループ化し、クロスラグモデル

を多母集団同時分析で検証した。グループ化の際、協働得点の 3 分位数を用いて、３つの

グループを作成した（協働低群・中群・高群）。モデルのデータへの当てはまりは許容範

囲であった（CFI = .953、 TLI = .943、 RMSEA = .079、 90% CI [.077, .081]、 SRMR 
= .186）。多母集団同時分析の結果を図２（下段）に示す。ダイバーシティは、協働中群・

高群のみで職務満足感に対して有意な効果があり、協働の度合いが低い場合、ダイバーシ

ティは職務満足感につながらないことが明らかになった。また、協働の度合いが高まると、

職務満足感がダイバーシティ評価に与える影響も強まることもわかった。 
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図２ ダイバーシティと職務満足感のクロスラグパネルモデルの結果 

 
注）上段は全サンプル、下段は協働低群・中群・高群のそれぞれの標準化回帰係数を表示  
全＝全サンプル（N = 17098）、低＝協働低群（n = 6340）、中＝協働中群（n = 5227）、高

＝協働高群（n = 4628） 
職務満足感の項目負荷量（時点間等値制約あり）、項目切片と項目誤差間の共分散の値を

省略 
T1 は 2023 年、T2 は 2024 年 
*** p < .001 
 
６．考察 
 本研究では、大規模な日本のサンプルを用いて、日本企業におけるダイバーシティ風土

が職務満足感に与える影響を縦断的に検討することを目的とした。クロスラグパネルモデ

ルの分析結果から、ダイバーシティ風土と職務満足感の相互関係が明らかになり、企業に

おけるダイバーシティを促進するメリットや方策について示唆を得ることができた。 
6.1. 職務満足感に対するダイバーシティの影響と協働の役割 
 クロスラグパネルモデルを実施した結果、2023 年のダイバーシティ風土は 1 年後の職務

満足感を有意に予測していたことが明らかになり、本研究の仮説 1 は支持された。この結

果は企業において、多様な社員が活躍できる環境を整えることが、従業員の仕事に対する

満足感を向上させる可能性を示唆している。情報・意思決定理論（Williams & O'Reilly, 
1998）の観点からは、多様な社員が活躍できる職場においては、複雑な問題を解決するた

めに異なるスキルや情報をもっている社員がお互いから学び合い補い合える環境が整って

いるといえる。そのような環境ではより良質な意思決定が可能となり、スムーズな業務遂

行が期待されるため、社員の満足感もあがると考えられる。先行研究（Acquavita et al., 
2009; Brimhall et al., 2014）でも、ダイバーシティ風土が職務満足感の向上に寄与するこ

とが報告されており、本研究の結果はこれらの知見を日本企業の文脈で支持するものであ
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る。 
 さらに、ダイバーシティ風土が職務満足感に与える影響は、協働の必要性が高い職場に

おいて強くなることが示された。この結果は、接触仮説（Allport, 1954）を支持するもの

であり、業務上の相互作用が多い職場では、異なるバックグラウンドをもつ同僚との接触

機会が増え、多様性の価値をより実感しやすくなることが考えられる。その一方、協働の

必要性の低い職場では、多様な他者の存在や能力に気づきにくく、ダイバーシティが職務

満足感に結びつかないことが示唆された。業務上、チームワークや他者との協働作業の必

要性が低い職場においてはダイバーシティ風土を促進することの効果が限定的であること

が考えられる。しかし、普段チームワークが必要でない業務の多い職場であっても、社員

同士の交流の機会をつくることでダイバーシティ風土の意義と効果を高めることができる

かもしれない。例えば、クロスファンクショナルプロジェクトの導入が挙げられる。部署

を超えたプロジェクトチームを編成し、異なる専門性やバックグラウンドをもつ社員が協

力する機会を増やすことで、異質な他者との関係構築を促進できる。また、メンタリング

やペアワークを取り入れることで、経験の異なる社員同士が知識やスキルを共有しやすく

なり、相互理解が深まる可能性がある。さらに、社内ネットワーキングイベントの実施も

有効である。社員同士の交流の場を設けることで、多様な文化や価値観を理解し、共感す

る機会を増やすことができる。加えて、共同目標の設定も重要である。個人の業務にとど

まらず、チーム単位での目標を設定し、協力して成果を達成する仕組みを整えることで、

協働の必要性を高めることができる。最後に、テクノロジーを活用したコラボレーション

の促進も考えられる。オンラインプラットフォームを活用し、社員同士が業務に関する知

識やアイデアを共有できる環境を整えることで、コミュニケーションの円滑化を図ること

が可能となる。これらの取り組みにより、相互依存性が高まり、チームワークが必須では

ない職場においてもダイバーシティのポジティブな影響を引き出すことが期待される。 
6.2. ダイバーシティ風土の評価に対する職務満足感の影響 
 クロスラグパネルモデルの分析結果は、ダイバーシティの職務満足感に対する影響だけ

でなく、職務満足感のダイバーシティに対する有意な影響も示唆した。2023 年の職務満足

感が 2024 年のダイバーシティ風土の評価を高めることが明らかになり、職務に満足して

いる人ほど、自身の職場のダイバーシティ風土をポジティブに評価する傾向にあることが

わかった。これは、ダイバーシティ風土が満足感の原因であるという一般的な予想に反し、

満足感がダイバーシティ風土を構築する可能性を示唆している。 
 満足感がダイバーシティ風土の評価に影響を与えた理由として、本研究で用いられた主

観的な測定が考えられる。職務に満足している人は、職場全体をポジティブに評価しやす

く、ダイバーシティ風土も楽観的に評価する可能性がある。この影響は、ハロー効果によ

るものと考えられる。ダイバーシティ風土のより客観的な指標を用いることで、職務満足

感と風土の因果関係をより明確に特定できる可能性がある。 
また、職務満足感の伝染も一因として考えられる。先行研究によると、業務グループに
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おいては個人の感情が伝染しやすく、人々は一緒に働く他者の感情に影響される

（Totterdell et al., 1998）。周囲に職務満足度の高い同僚が多い場合、その影響を受けて満

足感が向上する可能性がある。また、職場では、気分や幸福度が類似したグループが形成

されやすく、職務満足感の高い個人が同様に満足感の高い同僚と関わろうとする傾向があ

る（Chancellor et al., 2007）。このことから、本調査で職務満足感を高く評価した社員の

周りに同じ満足感の高い社員が多いことが考えられる。普段、職務に満足している同僚と

接触することが多いと、その同僚が多様なバックグラウンドをもっている人であれば、自

分たちが働いている職場は多様性を受け入れて促進している（ダイバーシティ風土の高い）

企業であるだろうと判断しやくなる。このようなプロセスで、社員の満足感がダイバーシ

ティ風土のポジティブな評価を促す可能性がある。 
 さらに、ダイバーシティ風土の評価が当事者としての評価である可能性も考えられる。

ある観点から、人は誰でもマイノリティとなりえる。国籍、性別、出身地、学歴、年齢、

家庭環境、キャリアパス、宗教、性的アイデンティティ、政治志向性など、誰もマイノリ

ティとされるアイデンティティを一つでももつことがあるため、ダイバーシティ風土の測

定項目に登場する多様な社員は自分としてとらえる参加者も少なくない。（多様である）

自分が職務に満足しているということは、多様な社員がこの企業で活躍できる環境が用意

されているということであり、結果的にダイバーシティ風土の評価が高まる可能性がある。 
6.3. 研究の限界と今後の課題 
  本研究にはいつくかの限界がある。一つ目は本研究で検討したモデルの変数の測定問題

である。まず、ダイバーシティ風土、職務満足感、協働の必要性のそれぞれの測定は、参

加者の主観的な評価になっている。この主観的な評価は、本研究で確認した職務満足感の

ダイバーシティ風土に対する有意なクロスラグ効果の原因であることが考えられる。より

客観的な指標を用いてダイバーシティ風土等を測定することで、ダイバーシティ風土と職

務満足感の関連をより明確に検討することができるだろう。また、本研究では、ダイバー

シティ風土を 2 項目のみを用いて測定しているため、モデルにおいて、ダイバーシティ風

土を潜在変数として用いることができなかった。さらに、ダイバーシティ風土を測定する

項目の解釈も、参加者によって異なる可能性も指摘できる。例えば、これらの項目におけ

る低い評価は企業において多様な社員がいないことを意味しているのか、または、多様な

社員がいるが、活躍できないことを意味しているのか、明確ではない。職場における実際

のダイバーシティ（異質性の程度）とダイバーシティ風土の程度を区別し、それぞれを複

数項目により測定することで、ダイバーシティの効果に関するより詳細な検討が可能とな

るだろう。 
 以上、測定の問題を限界として挙げたが、本研究で職務満足感を測定する尺度の時点間

測定不変性を確認することができたことは一つの貢献であるといえる。職務満足感の 2023
年と 2024 年の 2 時点間で測定基準不変性が満たされていることは JPSED 調査の測定の正

確さを支持するエビデンスである。今後は、JPSEDの他の尺度も含め、複数年間の測定不
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変性を確かめ、調査の心理測定的特徴に関するエビデンスの蓄積が必要であろう。 
 二つ目の限界は本研究でクロスラグモデルを検討したものの、観察データに基づく分析

では因果関係を厳密に証明することが難しいというものである。さらに、本研究のモデル

では 2 時点のデータしか用いていないため、ダイバーシティと職務満足感の長期的な変化

や相互影響を検討できていない。実験的研究や長期的な縦断研究を通じて、より精緻な因

果推論を行うことが今後の課題となる。 
三つ目はダイバーシティ風土と職務満足感の測定に既存のパネル調査データを用いたが、

企業ごとの具体的な施策や組織文化の違いを詳細に測定できていないという点である。ダ

イバーシティの効果は、業種・職種や企業ごとの風土によって異なる可能性がある。今後

は、事例研究、または、より詳細な質的データを加えた研究が求められる。 
最後に、本研究は日本の企業を対象としたものであり、他国の企業文化において同様の

結果が得られるかは明らかでない。国際比較研究を行うことで、ダイバーシティ風土の影

響の文化的差異を検討することが重要である。 
 

７．まとめ 
本研究では、ダイバーシティ風土が職務満足感を高めること、特に協働の必要性が高い

職場でその効果が強まること、さらに職務満足感がダイバーシティ風土の評価にも影響を

与えることを明らかになった。これらの結果は、企業がダイバーシティ施策を推進する際

に、単なる多様性を促進するだけでなく、多様性を受け入れ、協働の機会を与え、個々の

社員が能力を発揮できる環境を整備することの重要性を示唆している。今後は、因果関係

の解明や異なる文化的背景における検討を通じて、より実践的な知見を蓄積することが求

められる。 
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